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はじめに1

　近年、都市部およびその周辺地域では、建築物や
地下鉄、道路、ライフラインなどの各種地上および地中
構造物の輻輳化がこれまで以上に進み、地中構造物の
建設にあたっての近接度合いはより一層厳しくなってい
る。このようななか、これまでの近接施工における経験
や実績および施工技術の向上・高度化により、厳しい
離隔・制約条件においても周辺環境に影響を与えること
なく、施工を行った実績が増えてきている。
　一方で、社会インフラ設備の多くは高度経済成長期
に集中的に建設され、今後、急速な老朽化の進展が
予想されるなかで、施設の維持管理・永続化への取組
み、さらには防災・減災への対応も喫緊の課題となって
いる。この様な時代背景のなかで、推進工法も既存ライ
フラインの更新、新設において、社会生活や周辺環境
に及ぼす影響の少ない技術として、また、既設構造物
に近接した位置で、地下空間を最大限利用して新設構
造物を構築できる技術として広く普及している。
　本稿では、都市部における推進工事では避けて通
れない、「近接施工」において、新設構造物企業者と
既設構造物管理者との間で行われる「近接施工協議」
の基本的な考え方、施工計画策定上の留意点につい
て、具体的な近接施工事例を交えて紹介する。

近接施工の施工計画策定上の留意点2

　既設構造物に近接して実施する工事の計画、設計お
よび施工にあたっては、あらかじめ既設構造物に与える
影響について検討し、必要に応じて計測管理や対策工
の措置を講じなければならない。
　このため、新設構造物企業者は既設構造物管理者
に対して、事前に近接施工協議（設計協議〜施工協議）
を行い、双方の合意形成を図ることが重要である。
　一般的な近接施工協議の進め方を図−1に示す。
　近接施工の対策検討にあたっては、まず既設構造物
に対する影響の度合いを決定するため、「近接程度の
判定」を行い、その区分に応じた影響予測を行い、対
策工の検討を行う。
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図−1　近接施工協議の進め方

　計画（交差）協議　 ・新設する構造物（形状位置）工程等
　を提示、確認
・遵守基準、今後のスケジュール確認

設計協議　 ・当該新設構造物の施工に伴う影響等
　を提示、確認
・施工方法の確認

・計測方法、計測期間の提示、確認
・留意事項の確認設計協議

施工協議 ・具体的な施工方法、工程提示、確認
・留意事項の確認

必要に応じて
計測委託協定
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2.1　近接程度の判定
　新設構造物の施工による既設構造物の変位量や応
力度を定量的に予測し、影響度を評価することは多くの
手間が必要となる。
　このため、簡単な指標により近接程度の判定を行うガ
イドラインが示されており、近接程度を区分し、この区分
をもとに近接程度の判定を行う。
　近接程度は表−1に示すように、無条件範囲（Ⅰ）、
要注意範囲（Ⅱ）、制限範囲（Ⅲ）に区分されている。

　新設構造物がシールド
工法（推進工法を含む）
の場合における近接程度
の区分の一例を図−2に
示す。

2.2　影響予測
（1）推進掘進による地盤挙動

　推進工法（シールド工法を含む）は、都市部におけ
るトンネル築造工法として多く採用され、切羽を安定さ
せた状態で掘進することが可能な密閉型推進シールド
工法の開発により、高水圧、小土被りおよび超軟弱地
盤等の厳しい施工条件下でも施工可能なトンネル工法と
して発展してきている。このため、都市部における各種
重要構造物に近接して施工されることも多く、掘進に伴
う周辺地盤や近接構造物への影響を小さく抑えることが
重要な課題となっている。特に、近接施工ではこれらを
最小限に抑制する必要があるため、密閉型掘進機工
法の採用が必要不可欠となる。
　シールド掘進による地盤変位は、採用した推進の工
法、土質等によりその傾向は異なるが、一般的には図
−3に示すように掘進機通過前後の5段階に分類される
といわれている。

①先行沈下

　シールド切羽のかなり前方から発生する沈下で、砂質
土では地下水位低下によって生じる。また、軟弱粘土
では切羽で地山を呼び込むことで生じる。
②切羽前沈下（隆起）

　シールド切羽が到達する直前に発生する沈下あるい
は隆起で、切羽に作用する土水圧の不均衡が原因で
発生する。

近接程度の区分 内容

無条件範囲（Ⅰ） 新設構造物の施工により既設構造物に対し、変
位や変形などの影響が及ばないと考えられる範囲

要注意範囲（Ⅱ）

新設構造物の施工により既設構造物に対し、通
常は変位や変形などの有害な影響はないとしてよ
いが、まれに影響があると考えられる範囲（影響
予測、対策工、計測管理の実施）

制限範囲（Ⅲ）
新設構造物の施工により既設構造物に対し、変
位や変形などの有害な影響が及ぶと考えられる範
囲 （影響予測、対策工、計測管理の実施）

表−1　近接程度の区分

図−2　シールドトンネルの近接程度区分
　　　　　（既設構造物が地中構造物の場合）

図−3　シールド掘進による地盤変位の分類


